
１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 (単位：千円)

在宅医療の充実により療養病床等の入院患者の在宅への移行を促進し、慢性期病床等の他の機能の病床への転換等
を推進するため、医療介護連携を進める上で必要となる多職種連携や職種別の研修を実施する。

1
地域医療構想推進委員会における協議を円滑に進めるため、医療機関を対象とした病床機能の役割分担の明確化を
進めていくための研修に対し助成する。

愛知県病院団体協議会 H30年度  ７,０００  ７,０００

2
地域包括ケアシステムの構築を図るため、国立長寿医療研究センターに市町村からの問い合わせに対応する相談窓
口を設置するなどにより、システム構築の取組を県内に広める。また、在宅医療・介護連携事業の関係者を集めた
ネットワーク会議を設置する。

県
国立長寿医療研究センター

県医師会
H27年度  １４,０８４  １３,４０４

3
在宅医療の推進を図るため、「在宅医療推進協議会」を設置し、県内全域の在宅医療の確保及び連携体制の構築に
関する協議を行う。

県 H27年度  ２５７  ５０３

4
在宅医療提供体制を充実させ、在宅医療機関不足を解消するため、地域の開業医を軸に多職種を含めた研修を実施
する。

県医師会 H26年度  ２,０１４  ２,２５７

5
回復期病床の充実を図るため、リハビリ職種に対し、情報提供やリハビリを取り入れた退院支援等の研修を実施す
る。

県理学療法士会 H27年度  １,６２０  １,６２０

6 重症小児患者が地域で安心して暮らすことができるよう、地域の受入体制充実のための研修を実施する。 県医師会 H28年度  ２,０１４  ２,０１８

7
訪問看護ステーションの充実を図るため、病院に勤務する看護師を訪問看護ステーションに長期間派遣し、在宅ケ
アが必要な患者のニーズを適切に判断できる看護師を養成する。

医療機関 H26年度  ７,７７４  ５,３００

8
訪問看護ステーションの充実を図るため、訪問看護ステーションに新規採用された看護職員が就労しながら研修を
受講する際の経費を助成する。
また、愛知県看護研修センターにおいて実施する、新人訪問看護職員研修に要する経費に対し助成する。

訪問看護ステーション
県

H28年度  ２３,５３６  ２１,０１９

9
薬剤師が他の専門職と協同し、病院から在宅医療へのスムーズな移行に必要な知識及びノウハウを習得するため、
実践的な内容の研修を実施する。

県薬剤師会 H28年度  １,９７１  １,９７１

10
病院退院時に在宅歯科医療に円滑に移行するため、病院関係者と地域の在宅歯科医療関係者の連携が強化されるよ
う病院従事者と地域の在宅歯科医療関係者を対象とした在宅歯科医療への普及についての研修を実施する。

県歯科医師会 H29年度  １,２６１  ２,００８

11
地域包括ケアシステムの専門職の一員として、多職種との連携調整を行いながら、口腔健康管理を提供できる歯科
衛生士を養成するための事業を実施する。

県歯科衛生士会 H31年度  ９９５  ９９５

12
人生の最終段階に受ける医療やケアに対する本人の希望について、意思決定支援を行う相談員を養成するため、県
内医療機関等を対象とした研修事業を実施する。

国立長寿医療研究センター H30年度  ９,００４  ８,９６５

13
訪問看護事業所などで業務に従事する看護職に対して最新の看護技術や知識・多職種連携体制強化についての研修
会を開催する。

県看護協会 R2年度 －  １,６６４

 ７１,５３０  ６８,７２４

R1（2019）
予算額

人生の最終段階における医療体制整備事業

在宅・介護領域職員研修事業　【新規】

 医療介護連携体制支援事業

計画年度(※1)

区分Ⅰ合計

病床の機能分化と連携推進事業

地域包括ケア推進事業

在宅医療推進協議会事業

在宅医療推進研修事業

リハビリテーション情報センター事業

小児在宅医療普及推進事業

訪問看護ステーション長期派遣研修事業

訪問看護職員就労支援事業

薬剤師在宅医療対応研修事業

在宅歯科医療普及研修事業

地域包括ケア対応歯科衛生士養成事業

R2（2020）
予算要望額

令和２年度　在宅医療に関する主な事業（地域医療介護総合確保基金（医療分））について

No. 事業名 概要 実施主体

※1 「計画年度」医療介護総合確保促進法に基づく県計画における計画年度

資料３



２．居宅等における医療の提供に関する事業

1 本県における保健・医療・福祉関係者の連携強化に資する関連調査を行うとともに、県民への普及啓発を行う。 県医師会 H27年度  ２,８７１  ２,８７１

2 訪問歯科診療の支援を行う歯科衛生士の派遣や在宅歯科医療に関する講習会を実施する。 県歯科医師会 H26年度  ８,５０９  ８,５１３

3 在宅歯科診療に必要な医療機器等の整備にかかる経費に対し助成する。 医療機関 H26年度  ７,２００  ７,６００

4 在宅で療養する者の口腔ケアに必要な医療機器等の整備にかかる経費に対し助成する。 医療機関 H26年度  ３,０００  ３,０００

5
愛知県歯科医療センターと障害者歯科医療センターを中心とした障害者歯科医療ネットワークを整備、運用すると
ともに、障害者歯科医療専門医を育成することにより、地域完結型の障害者歯科医療体制の実現を目指す。

県歯科医師会 H27年度  ７,３２６  ７,３２６

6
未就業歯科衛生士の再就業を支援するため、登録バンクの運営、研修、職場環境整備、養成校連携強化を実施す
る。

県歯科医師会 H27年度  ９,４０８  ９,４０８

7 訪問看護を推進するため推進協議会を開催し、実態調査、研修等を実施する。
県

県看護協会
H26年度  ２,２３８  １,７９０

－ 市町村が地域包括ケアシステム構築状況の把握・分析に使用できる全県的な評価指標の策定を行う。 愛知県 H27年度  ９８７ －

－ 多職種連携を踏まえた在宅歯科医療に取り組むために、愛知学院大学歯学部への講座設置の支援を実施する。 愛知学院大学 H27年度  ２０,０００ －

 ６１,５３９  ４０,５０８

３．医療従事者の確保に関する事業

1
看護師の人材確保を図るため、公益財団法人愛知県看護協会に委託して実施している「愛知県ナースセンター」の
業務に要する経費
28年度からは、新たに平成27年10月の看護師等の届出制度を活かした再就業支援策を加え事業を実施する。

県 H26年度  ７６,６５１  ７６,７３４

2 認定看護師育成のため研修を実施する医療機関等へ助成する。 県看護協会 H26年度  ５,２５０  ５,２５０

 ８１,９０１  ８１,９８４

※2　ナースセンター事業は、当該基金の他にも一般財源も活用しており、訪問看護支援事業に要する費用は、一般財源により充当されている。

 ２１４,９７０  １９１,２１６

ナースセンター事業
（うち訪問看護支援事業）※2

R1（2019）
予算額

R1（2019）
予算額

地域包括ケア推進事業　【廃止】

訪問看護推進事業
（うち委託分）

在宅歯科医療推進歯科衛生士研修事業

在宅療養者歯科口腔保健推進設備整備事業

障害者歯科医療ネットワーク推進事業

総計

計画年度(※1)

区分Ⅱ合計

区分Ⅲ合計

看護職員専門分野研修事業
（うち訪問看護分野）

R2（2020）
予算要望額

計画年度(※1)

在宅療養支援歯科医療養成推進事業　【廃止】

No. 事業名 概要 実施主体

R2（2020）
予算要望額

保健医療福祉連携強化普及啓発事業

在宅歯科医療連携室事業

在宅歯科診療設備整備事業

No. 事業名 概要 実施主体

(２，０４５) (１，５９７)

R1 総事業費：１１０，３６３千円、訪問看護支援事業費：１，９６７千円

R2 総事業費：１１０，８６７千円、訪問看護支援事業費：１，９６７千円

(０)

(２，１００)(２，１００)

(０)


